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説明資料　１　はじめに



１　飯能市の下水道
（２）下水道の状況

昭和30年頃の工事の様子（博物館提供）

公共下水道事業認可区域変遷図
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第1回(9/3)資料

１　飯能市の下水道

下水道法
（１）下水道の役割

〇浸水防除

〇公衆衛生の向上

〇公共用水域の水質保全：汚水を適切に処理することで、河川、流域等の水質を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　保全するもの

現在の下水道事業は、
「浸水防除」、「公衆衛生の向上」、「公共用水域の水質保全」
を大きな目的として事業を実施。

：都市に降った雨の排除により浸水被害を防除するもの

：市街地に汚水が滞留しないよう、汚水を排除し、公衆
 　衛生を確保するもの
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１　飯能市の下水道
（２）下水道の状況

〇下水道整備状況（令和5年度末）
　・布設延長：約300ｋｍ　　
　　50年経過　　　　　 　53km（18％）
　　　30～50年経過　　103km（35％）
　　　老朽管きょ　　　　　156km（53％）　　　　
　　

　・普及率　：72.7％
　　（処理人口）56,881人　÷　（飯能市人口）78,278人
　　

0

100,000

200,000

300,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

1
9
5
9

1
9
6
4

1
9
6
9

1
9
7
4

1
9
7
9

1
9
8
4

1
9
8
9

1
9
9
4

1
9
9
9

2
0
0
4

2
0
0
9

2
0
1
4

2
0
1
9

累
計
延
長
（
m
）

単
年
度
布
設
延
長
（
m
）

単年 累計

50年経過
約53ｋｍ

30年経過
約156ｋｍ
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2　経営の原則
（１）地方公営企業

地方公共団体

一般的な行政活動

地方公営企業

下水道 水道

病院 公共交通

地方自治法

地方公務員法 地方財政法

適用

地方公営
企業法

適用企業としての経済性を
より発揮できる

第1回(9/3)資料
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3　下水道事業の経営状況
（３）一般会計繰入金
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8.0

R1決算 R2決算 R3決算 R4決算 R5見込 R6予算

基準内

基準外

単位：億円

R1決算 R2決算 R3決算 R4決算 R5見込 R6予算

基準内（負担金） 3.4億円 3.1億円 2.9億円 2.9億円 3.0億円 5.0億円

基準外（補助金） 3.0億円 3.0億円 3.1億円 3.1億円 3.3億円 1.5億円

合計 6.4億円 6.1億円 6.0億円 6.0億円 6.3億円 6.5億円

第1回(9/3)資料
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3　経営状況
（1）下水道使用料

8.8
9.0 8.9

8.8 8.7
8.6

8.8

9.0

Ｒ1決算 Ｒ2決算 Ｒ3決算 Ｒ4決算 Ｒ5見込

下水道使用料の推移　(単位:億円、税抜き）

R1決算 R2決算 R3決算 R4決算 R5見込

下水道使用料 8.8億円 9.0億円 8.9億円 8.8億円 8.7億円

前年比 － 14百万円 ▲7百万円 ▲9百万円 ▲7百万円

前年比 － 1.6％ ▲0.8％ ▲1.1% ▲0.8%

第1回(9/3)資料
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収益

２　下水道使用料改定の基本的考え方

◆維持管理費
◆資本費（減価償却費・利息）

下水道にかかる費用の構成（維持管理費・資本費）

下水道管理費

汚水処理費

雨水処理費
（公費負担分）

私費負担分
（使用料収入）

公費負担分
（市税等の繰入金）

財源

汚水処理費

汚水にかかる維持費
（維持管理費）

利息 減価償却費
（資本費）

下水道使用料 公費
（基準内・基準外）

使用料対象経費 一般会計繰入金

費用

第2回(9/30)資料
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説明資料　２　答申事項
（１）下水道使用料改定の必要性
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2　経営の原則
（３）雨水公費・汚水私費の原則

【雨水処理に関する経費】
　　→公費（税金）　

〇雨水の排除により浸水から街を守り、
機能の保全を発揮することで、受益の範
囲が広く一般市民に及ぶ。

【汚水処理に関する経費】
　　→私費（下水道使用料）　

〇原因者及び下水道使用者を特定でき、
受益の範囲は使用者に直接つながる。

浄化センター

第1回(9/3)資料
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動力費※の推移　(単位:百万円）

※動力費：処理場とポンプ場の合計

４　経営改善に向けた取り組み
（３）下水道使用料の改定

H11年 H17年6年 H23年6年 H26年3年 R7年11年

18,000

24,300

15,000
17,000

19,000

21,000

23,000

25,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

人件費※の推移　(単位:円）

※人件費：普通作業員設計単価

【改定の経緯】

1.35倍

上昇

第1回(9/3)資料
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４　経営改善に向けた取り組み
（１）これまでの取組

〇職員数の削減
　　・民間委託の活用や業務の見直し
　　　H25年度　→　R5年度　▲２名削減

〇下水道事業以外の収益源の確保
　　 ・太陽光発電事業に着手（H27からR17までの20年間リース）
　　 ・20年間で約５.5億円（年平均2750万円）の収益の見込み。
　　 ・順調に推移している。

〇一般会計繰入金の抑制
　　 ・令和元年に公営企業会計に移行して以来、一般会計繰入金を削減
　　　R1 6.3億円　→　R2 6.1億円　→　R3-5 6.0億円　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ※R5は動力費高騰による緊急対策を除く。

第1回(9/3)資料
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3　下水道事業の経営状況
（３）一般会計繰入金

3.0 3.0 3.1 3.1 3.3
1.5
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R1決算 R2決算 R3決算 R4決算 R5見込 R6予算

基準内

基準外

単位：億円

R1決算 R2決算 R3決算 R4決算 R5見込 R6予算

基準内（負担金） 3.4億円 3.1億円 2.9億円 2.9億円 3.0億円 5.0億円

基準外（補助金） 3.0億円 3.0億円 3.1億円 3.1億円 3.3億円 1.5億円

合計 6.4億円 6.1億円 6.0億円 6.0億円 6.3億円 6.5億円

（再掲）
第1回(9/3)資料

14



3　下水道事業の経営状況
（４）経費回収率

下水道使用料水準の妥当性を示す指標で、使用料で回収すべき経費をどの程度使用料で賄え
ているかを示すもの。
・経費回収率＝（下水道使用料÷汚水処理費(公費負担を除く))×100　※100以上が望ましい
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3　下水道事業の経営状況
 （５）内部留保資金
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内部留保資金の推移　(単位:円）

R1決算 R2決算 R3決算 R4決算 R5見込 R6予算

内部留保額 2.1億円 3.0億円 3.3億円 4.3億円 2.1億円 0.5億円

前年比 － 9千万円 3千万円 1億円 ▲2.2億円 ▲16百万円

前年比 － 41％ 10％ 31% ▲51% ▲76%

第1回(9/3)資料
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第3回(10/22)資料
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一般会計繰入金の
入金により当面の運
転資金を確保

 年度末に向け
 資金が減少

年度末の企業債償還時が
最も資金が減少

説明資料　２　答申事項
           （２）改定時期
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　改定スケジュール 新規資料

項目 内容 1月 2月 3月 4月 5月 6月 ７月 ８月 9月 10月

審議会 答申書提出 ●
庁議 意思決定 ●

全員協議会 議会報告 ●
議会 条例改正 ●

周知・説明 広報・HP・
ふれあいミーティング

準備 システム改修

使用料改定 10/1改定 ●

改定時期は令和7年10月1日とし、必要な手続きとともに、使用者への周知・説明を行う。
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説明資料　２　答申事項
           （３）算定期間
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３　目標の設定
使用料算定期間

使用料算定期間
３年間論点

【3年とした場合メリット・デメリット】
メリット
・大幅な値上げの抑制（使用者負担の軽減）
デメリット
・料金変動が小さくなると財政リスクが残る                   

第2回(9/30)資料
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説明資料　２　答申事項
（４）改定率及び使用料体系
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４　経営改善に向けた取り組み
（４）下水道使用料の改定の目標

短期目標

中期目標

長期目標

収支構造の改善
経費回収率100％以上

基準外繰入の削減
雨水公費・汚水私費の原則
（R5基準外　3.3億円）

内部留保金の確保
当面4億円
目標10億円

適正な収支構造
独立採算の原則

雨水公費・汚水私費の原則

安定的な経営基盤の確立

第1回(9/3)資料
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４　使用料改定シミュレーション

※赤字については、基本料金と超過料金の割合が経費分解比率の割合になっています。（次頁参照）
    

基本料金 超過料金
現行 現行 376,260,000 497,900,000 874,160,000 

1 +10％ +20％ 413,886,000 597,480,000 1,011,366,000 137,206,000 
2 +12％ +20％ 421,411,200 597,480,000 1,018,891,200 144,731,200 
3 +14％ +20％ 428,936,400 597,480,000 1,026,416,400 152,256,400 
4 +13％ +25％ 425,173,800 622,375,000 1,047,548,800 173,388,800 
5 +15％ +25％ 432,699,000 622,375,000 1,055,074,000 180,914,000 
6 +17％ +25％ 440,224,200 622,375,000 1,062,599,200 188,439,200 
7 +20％ +25％ 451,512,000 622,375,000 1,073,887,000 199,727,000 
8 +25％ +25％ 470,325,000 622,375,000 1,092,700,000 218,540,000 

改定率
改定案 基本料金 超過料金 合計 改定による増加額

採用案

第2回(9/30)資料
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採用案

第3回(10/22)資料
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改定後の差額
月当たり20m3で
　556円(税込611円)
月当たり50m3で
　1676円(税込1843円)

説明資料　３　付帯意見
（１）今後の下水道使用料の見直し
　　　　 について
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３　目標の設定
使用料算定期間

使用料算定期間
３年間論点

【3年とした場合メリット・デメリット】
メリット
・大幅な値上げの抑制（使用者負担の軽減）
デメリット
・料金変動が小さくなると財政リスクが残る                   

（再掲）
第1回(9/3)資料
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　改定スケジュール
（再掲）
新規資料

項目 内容 1月 2月 3月 4月 5月 6月 ７月 ８月 9月 10月

審議会 答申書提出 ●
庁議 意思決定 ●

全員協議会 議会報告 ●
議会 条例改正 ●

周知・説明 広報・HP・
ふれあいミーティング

準備 システム改修

使用料改定 10/1改定 ●

改定時期は令和7年10月1日とし、必要な手続きとともに、使用者への周知・説明を行う。
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